
 

- 1 - 

平成 30年度議会改革に関する行動計画の進捗状況について 

平成 31年３月 31日現在 

行動計画の検討等項目 H30年度の実施結果・検討結果 

１ 議会基本条例に基づく議会運営 

 

 

○平成 30年４月 24日に議会改革推進会議を設置、同年９月７日に議会改革に関する行動計画を策定した。 

２ 住民との情報共有の推進 

(1) 県議会広報誌の充実 

「こんにちは富山県議会です 2018」を作成

し、配布する。 

 

 

 

定例会ごとの質疑概要などの広報のあり方

について検討する。 

 

 

○県議会の仕組みと役割、議会基本条例について説明した広報誌「こんにちは富山県議会です 2018」を作成し、配

布した。 

・作成部数 ：5,000部 

・主な配布先：大学、高校等、県内市町村議会、企業・団体等 

 

○平成 31 年度に広報紙を試行的に発行、配布することとし、その内容、既存媒体のブラッシュアップなども含め、

広報のあり方を検討するため、議員で構成する広報編集委員会（仮称）を議長の下に設置することとした。 

 

(2) ソーシャルメディア利用等による情報発信 

○常任委員会のインターネット中継 

常任委員会のインターネット中継・録画配

信について検討する。 

 

○録画配信の試行に向け、平成 31 年度に議会改革推進会議において、実施する場合の一定のルールについて改めて

議論し、既に設備が整備されている大会議室での様子を録画した画像を確認して、課題等を検証、検討することと

した。 

 

○スマートフォンでの情報受信・閲覧 

本会議等インターネット中継のスマートフ

ォンでの情報受信・閲覧について検討する。 

○インターネット議会映像配信システムを提供している事業者のクラウド利用に変更し、平成 31年 11月議会から、

スマートフォンやタブレット PC等でも議会中継を視聴できるようにすることとした。 

＜H31予算＞ 

  H31歳出予算 約１２０万円 

  債務負担行為 約８６０万円（H32～H36） 

３ 住民参加の取り組み 

(1) 傍聴者等への配慮 

県議会ホームページのリニューアル 

（高齢者や障害者の方々にも配慮） 

 

○執行部が予定している県ホームページのリニューアルに合わせて実施することとした。（広報課に関連予算計上） 

※高齢者、障害者にも使いやすさについて最大限配慮されたものを実現 
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(2) 議会報告会の試行、大学生・高校生等への

主権者としての意識醸成 

議会傍聴、県議会議員との意見交換会につ

いては、新たに政策テーマを設定して実施す

る。 

 

新たに議会報告会を例えば、県議会議員と

の意見交換会などと併せて試行することを検

討する。 

○学生等への出前講座、県民各層との意見交換 

H30.6.29 専門学校富山ビューティカレッジでの県議会出前講座（28人参加） 

 H30.9.19 高校生との意見交換会（40人参加） 

 H30.11.30 県 PTA連合会 〃  （25人参加） 

 

○議会報告会 

 H30.11.30県ＰＴＡ連合会との意見交換会と併せて試行 

 

政策テーマ：子どもたちの健やかな成長を支える環境づくり 

４ 新たな機能強化の取り組み 

(1) 議会における ITの活用の検討 

ペーパーレス化を目的としたタブレット端

末の導入など、議事運営における ITの活用を

検討する。 

 

○ITを活用したペーパーレス化の取組みについて必要な調査を行いながら、引き続き研究していくこととした。 

（参考）H30.11.6先進県（神奈川県議会）を調査 

(2) 本会議、予算特別委員会における質問・質

疑のあり方 

 

 

 

(3) 危機管理対応 

大規模な災害事案等が発生した場合の県議

会や議員のあり方について調査研究するとと

もに、具体的な対応、手続きについて検討す

る。また、実際に災害が発生した場合を想定

し、安否確認のための仕組みなどその対応の

ための環境整備を行う。 

 

○「大規模な災害事案等が発生した場合の県議会や議員のあり方についての基本的な考え方」として、次のとおり確

認した。 

・大規模な災害事案が発生した場合、執行部が設置する災害対策本部が災害対応に専念できるよう協力・支援、ま

た、議員の安否を確認、情報共有などの窓口一本化といった基本的な考え方のもと、他県の事例などを調査研究

しながら、具体化に向けて検討する。 

・万が一の災害等発生に備えて、議員の安否確認、被災情報等の共有を行うため、メーリングリスト等を活用し、

災害時情報システムとして整備するものとする。 

 

○一斉送信可能なメーリングリストを活用した災害時情報システムを整備した。 

 
 


